
 

令和８年度上越市子育て世帯に対する生活支援給付金（児童扶養手当受給世帯分）の支給

に関する規則をここに公布する。 
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上越市規則第４６号 

   令和８年度上越市子育て世帯に対する生活支援給付金（児童扶養手当受給世帯分）の

支給に関する規則 

（目的） 

第１条 この規則は、エネルギー、食料品価格等の物価高騰による影響を踏まえ、児童扶養

手当を受給している子育て世帯に対する生活支援を行うため、令和８年度上越市子育て世

帯に対する生活支援給付金（児童扶養手当受給世帯分）（以下「給付金（児童扶養手当受

給世帯分）」という。）の支給に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（支給対象者） 

第２条 給付金（児童扶養手当受給世帯分）の支給対象者は、次の各号のいずれかに該当す

る者（以下「支給対象者」という。）とする。 

⑴ 令和８年６月１５日（以下「基準日」という。）において、本市の住民基本台帳に記

録されている者であって、次のいずれかに該当するもの 

ア 基準日において児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号。以下「法」という。）

による児童扶養手当（以下「手当」という。）の支給が決定している者（法第１３条

の２の規定に基づき手当の全部を支給しないこととされている者を除く。以下「手当

受給者」という。） 

イ 基準日の翌日から令和９年３月３１日までの間において、手当の支給決定を受けた  

 者 

⑵ 基準日から令和９年３月３１日までの間において、ＤＶによる避難又は施設入所等の

事情により、本市に住所はないが、本市に居住実態がある手当受給者 

２ 前項の規定にかかわらず、支給対象者が次の表の左欄に該当する場合は、同表の右欄に

掲げる者に対して給付金（児童扶養手当受給世帯分）を支給する。ただし、既に同表の左

欄に掲げる者について、同表の右欄に掲げる者に給付金（児童扶養手当受給世帯分）の支

給が決定されている場合には、この限りでない。 

前項第１号に該当する支給対象者で、本給 

付金の支給決定までに死亡したもの又は同 
 

左欄に掲げる者の法第４条に定める要件 

に該当する児童（以下「監護等児童」と 
   



 

項第２号に該当する支給対象者で、受給資

格を確認できた後、本給付金の支給決定ま

でに死亡したもの 

いう。）を監護し、又は養育する者 

３ 前２項の規定にかかわらず、令和８年度上越市子育て世帯に対する生活支援給付金（非

課税等世帯分）の支給に関する規則（令和８年上越市規則第  号）に基づく令和８年度

上越市子育て世帯に対する生活支援給付金（非課税等世帯分）の支給を受けている者は支

給対象としない。 

（支給額） 

第３条 給付金（児童扶養手当受給世帯分）の支給額は、監護等児童１人につき、２万  

５，０００円とする。 

２ 給付金（児童扶養手当受給世帯分）の支給は、支給額の算定の基礎となる監護等児童１

人につき、１回を限度とする。 

（支給の方式） 

第４条 市長は、支給対象者に対し、給付金（児童扶養手当受給世帯分）を支給する旨の通

知を行う。 

２ 支給対象者は、前項の通知を受けた際、給付金（児童扶養手当受給世帯分）の受給を拒

否することができる。この場合において、給付金（児童扶養手当受給世帯分）の受給の拒

否をしようとする支給対象者は、市長が別に定める日までに市長が別に定める届出書によ

り届け出なければならない。 

３ 市長は、前項の届出書の提出がない場合は、給付金（児童扶養手当受給世帯分）の給付

を受けることを承諾したものとみなし、支給を決定し、給付金（児童扶養手当受給世帯分）

を支給する。 

４ 給付金（児童扶養手当受給世帯分）の支給は、次の各号に掲げる方式のいずれかにより

行う。この場合において、第３号に掲げる方式は、支給対象者が金融機関に口座を開設し

ていないこと、金融機関から著しく離れた場所に居住していることその他第１号又は第２

号に掲げる方式による支給が困難な場合に限り行う。 

⑴ 児童扶養手当口座振込方式 手当振込時における指定口座に振り込む方式をいう。 

⑵ 指定口座振込方式 前項の規定により給付金（児童扶養手当受給世帯分）を支給する

までに、支給の決定を受けた支給対象者（以下「支給決定者」という。）が市に前号の

指定口座の変更の届出を提出し、市が当該届出を受けた指定口座に振り込む方式をいう。 

⑶ 窓口交付方式 市が当該窓口で現金を交付することにより支給する方式をいう。 

（支給決定の取消し） 



 

第５条 市長は、支給決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、支給決定を取り消す

ものとする。 

 ⑴ 前条第３項の規定による支給決定を行った後、指定口座への振込みが口座解約、変更

等の支給決定者の責めに帰すべき事由により令和９年４月３０日までに振込みを完了で

きないとき。 

 ⑵ その他市長が支給することが適当でないと認めるとき。 

（不当利得の返還） 

第６条 市長は、偽りその他不正の手段により給付金（児童扶養手当受給世帯分）の支給を

受けた者に対し、その返還を求める。 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第７条 給付金（児童扶養手当受給世帯分）の支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に

供してはならない。 

（その他） 

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 


